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研究要旨 

令和 2 年 4 月の緊急事態宣言に伴う介護予防事業の休止，再開状況を明らかにするため

に，ヒアリングを行っていた市町村を対象に，緊急事態宣言時の対応について再度，ヒアリ

ングを行った。 
その結果，緊急事態宣言発令後は，いったん事業を休止した市町村が多かったものの，

機能低下や閉じこもりによりリスク増加を考慮し，感染予防対策をしたうえでの事業再開

や訪問，資料配布などによる対応を行っていたことが明らかになった。 
各市町村は，早期の事業再開や代替えとなる対応をすることで，ハイリスク者への対応

を早期から開始していたことが明らかになった。 
  
 
 
A. 研究目的 
令和 2年 1月に国内の第一例となるコ

ロナ感染患者が見つかって以来，2～3月

に患者数が増加し続け，令和 2年 4月 7

日から 5月 6日に 7都府県を対象とした

緊急事態宣言が，4月 16日からは全都道

府県を対象とした緊急事態宣言が発令さ

れた。その後，患者数の減少や再拡大を

繰り返している状況下で，介護保険にお

けるサービス C事業の通所や訪問の事業

がどのように休止や再開を行っているか

把握することを目的とした。 

 
B. 研究方法 

昨年度のサービＣ事業に関するヒア

リングを実施した市町村のうち，対応が

可能であった下記の市町村を対象に，令

和 2 年 4 月の緊急事態宣言時の対応（事

業の休止状況）及びその後の再開等の状

況についてヒアリングを行った。 
・東京都世田谷区 
・東京都稲城市 
・神奈川県大和市 
・千葉県市川市 
・埼玉県三郷市 
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・埼玉県飯能市 
・京都府亀岡市 
・京都府南丹市 
・奈良県生駒市 
・長崎県島原市 

 
（倫理面への配慮） 

市町村への事業状況に関する 

ヒアリングであり，個人情報等は取り扱わ

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

令和 2 年 4 月の緊急事態宣言時には，

多くの市町村がいったん各種事業を休止

としていた（表 1）。その中でも，特にハ

イリスク者に対しては訪問や電話など

で，状況把握の実施，DVD の配布による

室内での運動の確保などの対応を行って

いた。6 月頃から徐々に通所，訪問とも

再開されているが，基本的な感染予防対

策（検温，体調確認，手指消毒，マスク

着用，換気）の実施，それらの実施に関

する啓発が行われていた（表 2）。通所サ

ービスでは 2 部制や教室を分けて実施す

ることで人数を制限する対応も見られ

た。また，市町村から実施事業者への補

助金を配布し，感染予防の物品の購入の

補助や事業者向けの情報提供が実施され

ていた。 
高齢者への支援としては，行動自粛時

の運動継続支援として，資料等の配布が

されたほか，訪問やアンケートの実施な

どにより状況把握に努められていた（表

3）。課題としては，モチベーションの維

持の必要性，機能低下や閉じこもりのリ

スクの増加が課題として挙げられてい

る。特に，住民主体で実施されていた通

いの場などでは，実施者が不安を感じ再

開できないという事例も見られた。一方

で，必要に迫られて開始した通信型の実

施や電話の活用などの工夫がされたこ

と，保健事業と介護予防の一体的な事業

実施などの事業の見直しもされていた。 
 
D．考察 

緊急事態宣言にともない，多くの市町

村でいったんは通所や訪問の事業を休止

しているが，休止することによる機能低下

や閉じこもりのリスクの増加の懸念が強

く感じられた。そのため，介護予防事業に

関しては，早期の再開をする工夫が各市町

村に見られたと思われる。感染予防に対し

ては厚生労働省で作成された資料も参照

に各市町村の工夫で現場向けの資料の作

成が進められていたが，高齢者向けの資料

についても各市町村でアレンジする元に

なるものが共有されていてもよいかもし

れない。 
 
E．結論 

令和2年の緊急事態宣言に伴い，いっ

たんは各種事業を休止していたが，それ

ぞれが比較的早期に再開して，機能低下

などのリスク減少に努めていた。また，

早期より各種資料の配布や訪問・電話な

どによりハイリスク者へコンタクトをと

る工夫がされていた。 
 

F．健康危険情報 
なし 
 
G．研究発表 
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Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
該当なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
表 1 緊急事態宣言時の事業の休止状況 
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表 2 事業再開時の配慮 

 
 
表 3 休止時の高齢者への対応，課題 
 

 


